
 

福利厚生施策の在り方に関する研究会 

（第１回） 

 

議 事 次 第 

 
 

                                    平 成 2 1 年 ６ 月 ５ 日 

                                                                 1 6 : 0 0 ～ 1 8 : 0 0  

総務省 10 階共用会議室１ 

 
１．開会 

  

２．人事・恩給局長あいさつ          

 

３．委員紹介 

   

４．座長、座長代理の選任             

   

５．研究会の運営要領について 

 

６．国家公務員における福利厚生施策の現状について 

 

７．意見交換 

 

８．今後の研究会の進め方について 

 

９．閉会 

 

 

（配布資料） 

  資料１ 福利厚生施策の在り方に関する研究会開催要綱 

  資料２ 福利厚生施策の在り方に関する研究会運営要領（案） 

  資料３ 国家公務員における福利厚生施策の現状について 

  資料４ 福利厚生施策の在り方に関する研究会の進め方（スケジュール）（案） 

  資料５ メンタルヘルスに関する取組 



 

福利厚生施策の在り方に関する研究会開催要綱 

 
                        平 成 2 1 年 4 月 2 8 日 

   総務省人事・恩給局長決定 

１ 目的 

  国家公務員の福利厚生施策については、社会経済情勢の変化や職員のニーズに

対応するとともに、効率的かつ効果的に推進していくことが重要であるが、これ

に加え、国民の理解を得るべく、昨今の公務をめぐる諸情勢や民間の現状等を踏

まえたものとしていくことが必要である。 

本研究会は、国家公務員制度が大きく見直される中、今後の国家公務員の福利

厚生の在り方に関し、その理念・目的、具体的内容等について、幅広い観点から

議論、検討することを目的として開催する。 

 

２ 検討事項 

 （１）国家公務員の福利厚生施策の現状及び問題点 

 （２）福利厚生施策の理念・目的 

 （３）理念・目的を実現する上での課題及びその原因、克服方策 

 （４）政府が展開すべき施策の方向性 

 

３ 構成員 

別紙のとおりとする。 

ただし、必要に応じ構成員以外の者の意見を聴取することができるものとする。 

 

４ 座長 

（１）座長は、構成員の互選によりこれを決める。 

（２）座長は、会務を総理する。 

（３）座長に事故がある場合には、あらかじめ座長が指名する者がその職務を代

理する。 

 

５ 開催予定 

  本研究会は、平成２１年度を通じ、随時開催する。 

 

６ 庶務 

本研究会の庶務は、人事・恩給局参事官(福利厚生制度担当)において処理する。 

資料 １ 



別紙 

 

福利厚生施策の在り方に関する研究会 構成員名簿 

（５０音順・敬称略） 

 

 

 

浅野 祥三    ㈶日本レクリエーション協会常務理事兼事務局長 

 

川上 憲人    東京大学大学院医学系研究科教授 

 

河本 淳孝    明治安田生活福祉研究所研究推進部長・主席研究員 

 

武石 恵美子   法政大学キャリアデザイン学部教授 

 

西久保 浩二   山梨大学教育人間科学部教授 

 

 

（人事・恩給局メンバー） 

人事・恩給局次長、総務課長、山岸参事官、三上人事制度研究官、中澤調査官 

 

 



 
資料 ２ 

福利厚生施策の在り方に関する研究会運営要領（案） 

 

 
議事の公開の取扱い 
 
 
（１） 会議資料について 

 
会議資料は、会議の終了後、原則として、速やかに公表するものとする。 

 
 
（２） 議事要旨について 

 
議事要旨は、会議の終了後速やかに事務局において作成し、公表するも

のとする。 
 
 
（３） 公表の方法 
 
    会議の資料及び議事要旨は、総務省ホームページに掲載することにより、

公表するものとする。 
 
 
（４）その他 
 
   その他、議事の公開に関して必要な事項は、座長が会議に諮って決める。 
 

                以上 



国 家 公 務 員 における
福利厚生施策の現状

総務省人事・恩給局
平成２１年６月５日（金）

資料３



国家公務員
宿 舎 法

定款・予算・事業計画

【保健給付】
（組合員）
①療養の給付
②保険外併用療養費
③療養費
④訪問看護療養費
⑤高額療養費
⑥入院時食事療養費
⑦入院時生活療養費
⑧出産費
⑨埋葬料
⑩移送費
（被扶養者）
①家族療養費
②家族訪問看護療養費
③高額療養費
④家族出産費
⑤家族埋葬料
⑥家族移送費

人事院規則等の制定
（国家公務員法第16条）

国家公務員における福利厚生関係諸施策の全体像

1

総 務 省 財 務 省

国家公務員福利厚生基本計画の策定
（国家公務員法第73条）

※国家公務員福利厚生基本計画において、共済組合との連携強化の推進を図ることとしている。
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10--4 （職員の保健及び安全保持）
10-5 （職員の放射線障害の防止）
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【生活習慣病対策】
①健康診断の実施
②健康診断結果の管理及び二次健診の実施と
指導
③健康づくりのための相談・指導

④健康づくりに関しての広報
⑤生活習慣病対策に関する理解と知識の普及
⑥ 突然死防止に関する理解と知識の普及

【喫煙対策】

【心の健康づくり】
①心の健康に関する理解と知識の普及
②職場不適応の予防及び早期発見
③円滑な職場復帰の支援と再発防止
④体系的な教育

【業務等に応じた健康管理対策】
①ＶＤＴ作業従事職員の健康管理
②超過勤務を行う職員の健康管理
③健康に有害な業務に従事する職員の健康管理
④単身赴任者の健康管理

【職場の環境衛生対策】
①職場の環境衛生状態の把握
②環境衛生の保持・改善

【惨事ストレス対策】
①職場の環境衛生状態の把握
②環境衛生の保持・改善

【レクリエーション行事の推進】
①レクリエーション行事の計画的な実施
②レクリエーショ行事の充実

③レクリエーションの適切な指導体制の確
保

【職員の自主的なレクリエーション活動の
促進】

【職員の余暇活動の促進】

【職員の身の回りの安全管理対策】
①職場の整理・整頓
②避難訓練の実施

【業務に応じた安全管理対策】
①危険設備及び作業環境の点検整備
②機械設備及び作業方法の安全化の推進
③船舶における災害防止の推進
④放射線業務に係る災害防止の推進

【安全管理の周知・徹底】
①安全教育の実施
②安全管理についての普及啓発

【カウンセリング制度の推進】
①カウンセリング制度の充実及び利用促進
②カウンセラー等の資質の向上
③カウンセリングに関する理解と知識の普及

【職員の生活設計の支援】

【厚生施設の整備】

職員のﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ
行事の実施要領

人 事 院
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第51条 第98条
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【休業給付】
（組合員）
①傷病手当金
②出産手当金
③休業手当金
④育児休業手当金
⑤介護休業手当金

【災害給付】
（組合員）
①弔慰金
②災害見舞金
（被扶養者）
①家族弔慰金
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組合員の普通貯金、定期
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【生活必需物資供給】
①日常物資の販売事業
②食堂の経営等

【保健事業】
①定期健康診断
②人間ドックの助成
③レクリエーション事業
・スポーツ大会、文化祭
の開催

・保養施設の開設
・レクリエーション助成
・サークル活動助成
・スポーツクラブ法人員 等

④無料電話健康相談
⑤カウンセリング

【医療事業】
病院、診療所等の経営

【貸付事業】
医療、結婚、出産、葬祭、
入学、その他の支出に対
する貸付け
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実施業務
・心の健康づくりの研修（健
康管理者・研修講師養成）

・心の健康相談室
・心の健康にかかる職場復
帰相談室

・生活習慣病管理研究会議
・長期病休者実態調査
・健康診断実施状況調査
・健康安全管理研修会 等

各 府 省 （福利厚生基本計画の樹立と実施）

Ji人事院規則



国家公務員法における福利厚生の体系

２

国家公務員法
第71条

内閣総理大臣は、
職員の能率の発
揮及び増進につ
いて、調査研究を
行い、これが確保
のため適切な方
策を講じなければ
ならない。

国家公務員法
第73条

内閣総理大臣及び
関係庁の長は、職
員の勤務能率の発
揮及び増進のため
に、左の事項につ
いて計画を樹立し、
これが実施に努め
なければならない。

国家公務員福利厚生基本計画

人事院規則10-4（職員の保健及び安全保持）
第2号

第3号

第4号

第5号

人事院規則10-7（女子職員及び年少職員の
健康、安全及び福祉）

人事院規則10-8（船員である職員に係る保健
及び安全保持の特例）

人事院規則10-6（職員のレクリエーションの根
本基準）

人事院規則10-4（職員の保健及び安全保持）

人事院規則10-5（職員の放射線障害の防止）

人事院規則10-7（女子職員及び年少職員の
健康、安全及び福祉）

人事院規則10-8（船員である職員に係る保健
及び安全保持の特例）

国家公務員共済組合法

国家公務員宿舎法

【能率の根本基準】 【能率増進計画】

職員の保健に関する事項

職員のレクリエーションに
関する事項

職員の安全保持に関する
事項

職員の厚生に関する事項

※ 「第１号 職員の研修に関する事項」につい
ては、人事院が実施することになっており、国
家公務員福利厚生基本計画の対象外という
位置付けになっている。



国家公務員法における福利厚生の範囲

３

（第1項第3号）

（第1項第4号）

安全管理

その他福利厚生にあたっ
ての重要事項

退職準備ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの実施
（第1項第5号）

惨事ストレス対策

職員の保健に関する事項

職員のレクリエーションに
関する事項

職員の安全保持に関する
事項

職員の厚生に関する事項

健康の保持増進

レクリエーション活動の推
進

（第1項第2号）

職員の身の回りの安全管理対策

食堂施設等の整備

危険設備等の点検整備、船舶、放射線業
務に係る災害防止の推進

安全教育の実施、安全管理の普及啓発

カウンセリング制度の推進

職員の生活設計の支援

厚生施設の整備

業務に応じた安全管理対策

安全管理の周知・徹底

ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ制度の導入、ｶｳﾝｾﾗｰ・管理監督

者等の資質の向上（カウンセラー講習会）

換気、照明、温度、湿度、騒音等の測定

冊子配布、医師の講話等

厚生施設等の環境整備（国家公務員体
育センター等）

レクリエーション行事の推進

職員の自主的なレクリエーション
活動の促進

職員の余暇活動の促進

職場の環境衛生対策

国家公務員福利厚生基本計画

能率増進計画

国家公務員法第73条

職場の整理・整頓、避難訓練等の実施

定期健康診断、臨時健康診断、健康管理
医による指導、講演会等

喫煙室の設置、排煙設備、講演会等

メンタルヘルスセミナー等の講習会、研修
会

特別定期健康診断、VDT検診、超勤の縮
減

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ行事の実施要領
ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ共同行事に関する表彰の取扱

クラブ・サークル活動の環境整備

生活習慣病対策

喫煙対策

心の健康づくり

業務等に応じた健康管理対策

推
進

報
告

各

府

省

(総務省）



国と共済組合における事業の仕切り

4

国は、いわゆる使用者として国公法により福利厚生事業の計画を樹立し、実施に努めなければならないとされているのに対し、共済組
合は国共法により実施しなければならないものと、実施することができるものに２分されている。

つまり、国の福利厚生事業は、国が主体的に実施すべき領域であり、共済組合の福祉事業（特定健康診査等を除く）は、組合が任意に
実施できる領域である。

◎国公法により計画を樹立し実施に努めなければならないとされている
事業

能率増進計画(第73条)
・職員の保健に関する事項
・職員のレクリエーションに関する事項
・職員の安全保持に関する事項
・職員の厚生に関する事項

基本計画の策定

国家公務員福利厚生基本計画

健康の保持増進
・生活習慣病対策
・喫煙対策
・心の健康づくり
・業務等に応じた健康管理対策
・職場の環境衛生対策
・惨事ストレス対策

レクリエーション活動の推進
・レクリエーション行事の推進
・職員の自主的なレクリエーション活動の促進
・職員の余暇活用の促進

安全管理
・職員の身の回りの安全管理対策
・業務に応じた安全管理対策
・安全管理の周知・徹底

その他福利厚生施策推進に当たっての重要
事項
・カウンセリング制度の推進
・職員の生活設計の支援
・厚生施設の整備

◎国共法により実施することとされている事業（国共法第３条第３項）

短期給付(第51条第１項)

長期給付(第72条第１項)
・退職共済年金
・障害共済年金
・障害一時金
・遺族共済年金

福祉事業(第98条第１項第１号の２)
・特定健康診査（高齢者の医療の確保に関する
法律第20 条の規定による）

・特定保健指導(同法第24条)

◎国共法により実施することができるとされている事業（国共法第３条第５項）

短期給付(第52条)
政令で定めるところにより、第51条第１項各号に掲げる給付にあわせて、これに準ずる短期給付を
行うことができる。

福祉事業(第98条第１項各号（第１号の２を除く）)
・組合員及びその被扶養者の健康教育、健康相談、健康診査その他の健康の保持増進のため
の必要な事業（次号に掲げるものを除く。）
・組合員の保養若しくは宿泊又は教養のための施設の経営
・組合員の利用に供する財産の取得、管理又は貸付け
・組合員の貯金の受入れ又はその運用
・組合員の臨時の支出に対する貸付け
・組合員の需要する生活必需物資の供給
・その他組合員の福祉の増進に資する事業で定款で定めるもの
・前各号に掲げる事業に附帯する事業

・療養の給付
・入院時食事療養費
・入院時生活療養費
・保険外併用療養費
・療養費
・訪問看護療養費
・移送費
・家族療養費

・家族訪問看護療養費
・家族移送費
・高額療養費
・高額介護合算療養費
・出産費
・家族出産費
・埋葬料
・家族埋葬料

・傷病手当金
・出産手当金
・休業手当金
・育児休業手当金
・介護休業手当金
・弔慰金
・家族弔慰金
・災害見舞金

国の事業 共済組合の事業実施することとされている



福利厚生基本計画の推進状況（健康保持増進対策①）

５

１．健康保持増進対策
（１）生活習慣病対策

①健康診断の実施

61.3

57.7

96.5

93.5

99.1

97.4

79.4

99.0 

99.6

99.3

99.6

99.3

99.9

86.1

99.9

71.1 

60.8 

96.2 

93.3 

99.6 

97.9 

79.2 

99.1 

99.8 

99.5 

99.8 

99.4 

99.8 

88.1 

98.4 

72.8 

61.4 

96.0 

93.5 

99.0 

97.7 

81.5 

98.6 

99.3 

99.1 

99.4 

98.7 

99.8 

87.1 

99.8 

0 20 40 60 80 100

H17

H16

H15

胸部エックス線検査

中性脂肪検査

HDLコレステロール検査

総コレステロール検査

心電図検査

血圧・血糖検査・尿検査

喀痰細胞診

子宮ガン検査

便潜血反応検査

肝機能検査（その他の検査）

GOT検査

胃部エックス線検査

血液検査（その他の検査）

貧血検査

その他の検査

33.6

42.2

99.6

98.6

35.0 

43.1 

99.0 

97.9 

39.0 

48.6 

99.5 

99.0 

0 20 40 60 80 100

H17

H16

H15

結果の的確な管理

結果の本人への通知

二次健診の実施

要医療に該当しなかった
職員に対する運動等に関
する具体的指導の実施

②健康診断結果の管理及び２次検診の実施

8.7

11.4

30.0 

30.3

41.9

65.1

9.8 

12.0 

28.4 

32.8 

45.1 

65.7 

8.5 

12.7 

28.7 

33.8 

41.9 

68.1 

0 20 40 60 80 100

H17

H16

H15

健康相談の実施

健康に関する講話等の実施

運動指導の実施

栄養指導の実施

体力測定の実施

その他

③健康づくりのための相談・指導

各府省における国家公務員福利厚生基本計画の実施状況について、過去3年間（H15/3,394機関、H16/3,050機関、H17/3,051機関）の機関数
実施割合をグラフ化した。（以下同様。）



福利厚生基本計画の推進状況（健康保持増進対策②）

６

（１）生活習慣病対策

④健康づくりに関して広報

⑦喫煙に関する健康管理

8.1

54.3

8.4 

57.8 

10.5 

61.4 

0 20 40 60 80 100

H17

H16

H15

広報誌を通じての広報の実施

放送等を通じての広報の実施

6.5

26.9

66.4

7.4 

27.0 

72.0 

7.5 

27.3 

74.8 

0 20 40 60 80 100

H17

H16

H15

冊子等の配布・回覧

講演会、映画会等の開催

行事の開催

⑤生活習慣病に関する理解と知識の普及

2.6

21.4

1.8 

19.8 

1.7 

20.0 

0 20 40 60 80 100

H17

H16

H15

冊子等の配布・回覧

講演会、映画会等の開催

⑥突然死防止に関する理解と知識の普及

11.0 

50.1

76.0 

94.0 

16.5 

53.0 

79.9 

95.8 

8.1 

51.5 

77.7 

98.1 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 

H17

H16

H15

喫煙時間・喫煙場所の指定

排煙設備等の設置

冊子等の配布・回覧

講演会、映画会等の開催（２）結核予防対策に関する知識の普及

1.8

22.0 

0.9 

20.5 

1.5 

20.3 

0 20 40 60 80 100

H17

H16

H15

冊子等の配布・回覧

講演会、映画会等の開催

１．健康保持増進対策



福利厚生基本計画の推進状況（健康保持増進対策③）

７

１．健康保持増進対策

①ＶＤＴ作業に従事する職員の健康管理

②職場不適応の予防及び早期発見

（３）メンタルヘルス対策

31.5

76.1

39.8 

86.3 

45.4 

84.3 

0 20 40 60 80 100

H17

H16

H15

冊子等の配布・回覧

講演会、映画会等の開催

①メンタルヘルスに関する理解と知識の普及

20.9

27.6

64.3

47.0 

15.2 

34.3 

72.5 

54.5 

17.3 

45.2 

73.9 

52.7 

0 20 40 60 80 100

H17

H16

H15

専門医・カウンセラー等
による相談の実施

管理者に対する意識の
徹底

メンタルヘルスシートの配
布

共同利用できる施設等の
相談体制の検討

（４）業務等に応じた健康管理対策

72.6

52.1

62.8

79.0 

55.3 

67.5 

78.6 

54.7 

69.8 

0 20 40 60 80 100

H17

H16

H15

作業環境の管理

作業時間の管理

ＶＤＴ作業に従事する職
員の健康診断

12.8

81.7

21.1

86.8

11.8 

84.7 

27.2 

91.0 

9.2 

88.2 

22.1 

91.9 

0 20 40 60 80 100

H17

H16

H15

超勤縮減対策

臨時の健康診断の実施

管理者に対する意識の徹
底

その他

②超過勤務を行う職員の健康管理

4.6

31.6

12.8

18.7

3.7 

29.1 

9.4 

13.8 

3.2 

28.8 

9.5 

16.4 

0 20 40 60 80 100

H17

H16

H15

有害な作業環境の点検・
整備

障害防止設備の点検・整備

特別健康診断の実施

特別な健康教育の実施

③健康に有害な業務に従事する職員の健康管理 ④単身赴任者の健康管理

19.9

27.4

21.6

21.2 

33.7 

22.9 

21.9 

35.1 

28.8 

0 20 40 60 80 100

H17

H16

H15

健康管理に関する冊子
等の配布

健康診断結果に基づく生
活指導

定期的な健康相談の実
施



福利厚生基本計画の推進状況（健康保持増進対策④）

８

１．健康保持増進対策

②環境衛生の保持・改善

（５）職場の環境衛生対策

①職場の環境衛生状態の把握

64.8

70.0 

65.0 

72.9 

67.2 

72.6 

0 20 40 60 80 100

H17

H16

H15

職場の環境条件（換気等）
の測定

職場の巡回チェック

12.6

77.2

67.7

76.2

12.2 

73.9 

66.4 

75.5 

12.8 

73.9 

67.3 

75.4 

0 20 40 60 80 100

H17

H16

H15

職員の身の回りの清潔保
持

害虫駆除の実施

喫煙対策の推進

その他の環境条件の改善



福利厚生基本計画の推進状況（安全管理①）

９

２．安全管理

②避難訓練の実施

（１）職員の身の回りの安全管理対策

①職場の整理・整頓

66.1

54.9

93.5

65.7 

56.7 

93.4 

69.2 

59.0 

94.6 

0 20 40 60 80 100

H17

H16

H15

職場の整理・整頓の実施

安全管理マニュアル等の
整備

安全管理体制の充実

85.7

65.4

85.8 

65.9 

86.3 

66.0 

0 20 40 60 80 100

H17

H16

H15

避難訓練等の実施

避難・防火・救急設備の
点検整備

（２）業務に応じた安全管理対策
①危険設備及び作業環境の点検整備

40.0 

50.9

25.1 

44.1 

33.2 

45.7 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 

H17

H16

H15

危険設備の点検整備

危険物を取り扱う作業場
の作業環境の点検整備

②機械設備及び作業方法の安全化の推進

29.3

35.1

23.7 

29.4 

24.4 

31.6 

0 20 40 60 80 100

H17

H16

H15

機械設備の安全化

危険・有害業務の作業方
法の安全性の向上

③船舶における災害防止の推進

5.5

6.8

7.7 

9.7 

6.3 

8.0 

0 20 40 60 80 100

H17

H16

H15

船舶の設備の整備改善

船員に対する安全教育の
実施

④放射線業務に係る災害防止の推進

12.0 

14.6

9.6

10.3

4.9 

7.3 

4.0 

4.2 

5.5 

8.1 

3.9 

4.0 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 

H17

H16

H15

放射性物質の厳重な管理

放射性物質に係る施設の
整備

放射線発生装置等の点検
整備

管理区域における職員の
線量当量の測定



福利厚生基本計画の推進状況（安全管理②）

10

２．安全管理

②安全管理についての普及啓発

（３）安全管理の周知・徹底

①安全教育の実施

23.3

30.7

26.6 

31.8 

24.9 

30.2 

0 20 40 60 80 100

H17

H16

H15

安全に関する講習会の
開催

安全に関する訓練の実
施 30.2

71.0 

31.3 

75.5 

30.7 

76.3 

0 20 40 60 80 100

H17

H16

H15

安全に関するポスターの
作成・展示

安全に関する冊子等の
配布

③職員の意見を聞くための措置の充実

27.7

39.1

29.5 

50.0 

30.4 

50.5 

0 20 40 60 80 100

H17

H16

H15

安全委員会等の開催

提案制度の実施



福利厚生基本計画の推進状況（レクリエーション活動の推進）

11

３．レクリエーション活動の推進

②レクリエーション行事の充実

（１）レクリエーション行事の推進

①レクリエーション行事の計画的な実施

46.6

82.0 

82.1

45.2 

81.0 

81.1 

41.0 

76.8 

76.8 

0 20 40 60 80 100

H17

H16

H15

レクリエーション行事計画
の作成

職員の参加しやすい時期
への配慮

レクリエーション共同事業
の実施

78.0 

74.4

77.9 

72.1 

74.1 

67.9 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 

H17

H16

H15

レクリエーション行事の工
夫

行事に関する職員の意
見聴取

③レクリエーションの適切な指導体制の確保

22.5

21.8

33.7

23.2 

21.7 

34.2 

19.7 

21.9 

32.1 

0 20 40 60 80 100

H17

H16

H15

レクリエーションリーダー
の設置

レクリエーションリーダー
の養成

レクリエーション指導体制
の充実

（２）職員の自主的なレクリエーション活動の促進

38.3

55.0 

3.7 

50.6 

34.0 

46.6 

0 20 40 60 80 100

H17

H16

H15

職員のクラブ・サークル活動
に必要な用具・施設の整備

職員のクラブ・サークル活動
に対する助成措置の実施

（３）職員の余暇活動の促進

13.7

25.9

22.3

56.9

29.0 

31.0 

24.1 

63.7 

29.5 

30.0 

21.4 

58.7 

0 20 40 60 80 100

H17

H16

H15

余暇の利用に関する啓
発の実施

海の家、山の家等の設置

保養施設・体育施設等の
充実

自己啓発のための支援
措置



福利厚生基本計画の推進状況（生活のゆとりの向上①）

12

４．生活のゆとりの向上

（１）カウンセリング制度の推進

①カウンセリング制度の充実及び利用促進

（２）職員の生活設計の支援

28.1

53.7

37.5

48.4

11.0 

60.5 

39.7 

53.2 

11.5 

69.0 

40.1 

60.9 

0 20 40 60 80 100

H17

H16

H15

カウンセリング制度の実施

カウンセリング内容の充実

カウンセリング制度の周知

共同利用できる施設等の
相談体制の検討

②カウンセラー等の資質の向上

5.2

19.6

6.2 

21.6 

6.2 

22.5 

0 20 40 60 80 100

H17

H16

H15

カウンセラー等を対象と
した講習会等開催

カウンセラー等による事
例研究等の実施

③カウンセリングに関する理解と知識の普及

23.5

35.5

21.2

25.6 

37.9 

23.6 

27.1 

40.3 

27.5 

0 20 40 60 80 100

H17

H16

H15

職員を対象とした講習会
等の開催

カウンセリングに関する
冊子等の配布

管理者研修におけるカウ
ンセリング研修の実施

①財産形成制度の利用促進 ②生涯生活設計の普及

61.1

86.4

61.3 

85.6 

62.3 

88.3 

0 20 40 60 80 100

H17

H16

H15

財形貯蓄制度の利用促進

財形持家・分譲融資制度の
利用促進

30.4

44.6

28.4

36.0 

40.6 

28.5 

34.0 

42.9 

29.1 

0 20 40 60 80 100

H17

H16

H15

生活設計に関する講習
会等の開催

生活設計に関する冊子
等の配布

職員の相互啓発の機会
の提供



福利厚生基本計画の推進状況（生活のゆとりの向上②）

13

４．生活のゆとりの向上

（３）厚生施設の整備

20.4

27.2

21.9 

24.3 

19.7 

24.5 

0 20 40 60 80 100

H17

H16

H15

食堂施設の整備・充実

その他の施設の整備・充
実

（４）育児・介護の支援

17.9

34.5

26.7 

47.7 

29.8 

52.7 

0 20 40 60 80 100

H17

H16

H15

意識啓発のための広報
活動

職場環境づくりのための
支援



 

福利厚生施策の在り方に関する研究会の進め方（スケジュール）（案） 

 

 

 ・６月５日（金）（第１回） 

(1) 座長、座長代理の選任 

(2) 運営要領の決定 

(3) 国家公務員の福利厚生施策の現状説明 

(4) 今後の研究会の進め方、開催日の決定方法等について 

 

 ・７月９日（木）（第２回） 

(1) 第１回研究会の検討結果の確認 

(2) 民間における福利厚生の動向について（プレゼンテーション） 

(3) 国家公務員のメンタルヘルス施策の在り方等（既存施策の評価・提言） 

(4) 第１回研究会における議論を踏まえた今後の検討事項について 

 

 ・９月（第３回） 

(1) 第２回研究会の検討結果の確認 

(2)①福利厚生施策の理念・目的 

② 理念・目的を実現する上での課題及びその原因、克服方策 

③ 人事・恩給局が展開すべき施策の方向性 

 

   ・10 月（第４回） 

(1) 第３回研究会の検討結果の確認 

(2) 民間におけるレクリエーションの取組動向（プレゼンテーション） 

(3) 個別事項の検討 

 

   ・11 月（第５回） 

(1) 第４回研究会の検討結果の確認 

(2) 個別事項の検討 

 

   ・12 月(第６回) 

(1) 第５回研究会の検討結果の確認 

(2) 全体総括 

(3) 最終報告書（案） 

 

   ・３月（第７回）（持ち回り？） 

(1) 最終報告書のとりまとめ 

 

資料 ４ 



メンタルヘルスに関する取組 

 

 

１ 総務省（人事・恩給局） 

 (1)「各府省カウンセラー講習会」の開催（別紙１） 

     対象：各府省等に配置されているカウンセラー及びカウンセリング事務担当

者（各ブロック概ね５０名） 

 

(2)「管理監督者のためのメンタルヘルスセミナー」（平成 18年～）（別紙１） 

  対象：各府省の管理監督者（各ブロック概ね５０名） 

 

(3)メンタルヘルス・シート（心の健康の自己チェック）の作成・配布（別紙２） 

 

 

２ 各府省 

  国家公務員福利厚生基本計画に基づき個々に実施（別紙３） 

 

 

３ 人事院 

(1)「こころの健康相談室」の設置（各府省職員・家族・上司・同僚） 

 

 (2)「心の健康のための早期対応と円滑な職場復帰」等のマニュアルを作成し, 

各府省が利用できるようＨＰ掲載 

 

 (3)心の健康づくり対策の中核となる者や相談員を養成するための講習会、講座 

の開催。 

 

 

 

 

 

資料 ５ 



Ｓ63 Ｈ元 Ｈ２ Ｈ３ Ｈ４ Ｈ５ Ｈ６ Ｈ７ Ｈ８ Ｈ９ Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 H15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22

カウンセラー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ (○)

セミナー ○ 　  

カウンセラー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

セミナー ○ (○)

カウンセラー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ (○)

セミナー ○ ○ ○  

カウンセラー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ (○)

セミナー ○  

カウンセラー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ (○)

セミナー ○  

カウンセラー ○ ○ ○ ○ ○ ○  

セミナー ○ (○)

カウンセラー ○ ○ ○ ○ ○ ○ (○)

セミナー ○ ○  

カウンセラー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

セミナー (○)

カウンセラー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

セミナー ○ ○

カウンセラー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

セミナー ○ (○)

近  畿

中  国

四  国

九  州

沖  縄

中  部

カウンセラー講習会・メンタルヘルスセミナー開催実績

北海道

東  北

中  央

北  陸

別
紙

１













国家公務員福利厚生基本計画実施状況（平成１４、１９年度）
（メンタルヘルス対策、カウンセリング制度の推進）

0 20 40 60 80 100 

19年度

14年度

冊子等の配布・回覧

講演会、映画会等の開催

１．メンタルヘルス対策

(1) 心の健康に関する理解と知識の普及

(2) 職場不適応の予防及び早期発見

0 20 40 60 80 100

19年度

14年度

管理者に対する意識の
徹底

専門医・カウンセラー等
による相談の実施

専門機関の利用促進

メンタルヘルスシートの
配布

共同利用できる施設等の
相談体制の検討

14年度未調査

0 20 40 60 80 100

19年度

受入方針の作成

受入方針の見直し

その他（内容）

(3) 円滑な職場復帰の支援と再発防止

(4) 体系的な教育

0 20 40 60 80 100

19年度

研修カリキュラムの作成

冊子等の配布・回覧

研修の実施

実施対象（職種・地位等）

（注） (3),(4)については、14年度には未調査。

74.1
76.6

36.0
33.0

78.3
59.4

60.6
45.3

57.9
23.5

23.5
22.1

41.9

25.6

18.7

14.4

17.6

33.6

29.5

24.4

各府省における国家公務員福利厚生基本計画の実施状況について、調査の最新版（平成19年度（H19/3,981機関))とその5カ年前（平成14 年度
(H14/3,511機関))の機関数実施割合をグラフ化した。（以下同様。）

別
紙
３



国家公務員福利厚生基本計画実施状況（平成１４、19年度）
（メンタルヘルス対策、カウンセリング制度の推進）

２．カウンセリング制度の推進

(1) カウンセリング制度の充実及び利用促進

(2) カウンセラー等の資質の向上

0 20 40 60 80 100

19年度

14年度

カウンセラー等を対象とし
た講習会の開催又は講習
会への職員の派遣

カウンセラー等による事例
研究、勉強会等の実施

(3) カウンセリングに関する理解と知識の普及

0 20 40 60 80 100

19年度
14年度

職員を対象とした講演会等の開
催

カウンセリングに関する冊子等の
配布

管理者研修におけるカウンセリン
グ研修の実施

48.2
41.5

39.4
33.0

59.1
50.1

27.2

8.6

カウンセリング制度の実施

カウンセリング内容の充実

カウンセリング制度の周知

相談体制の在り方の検討

0 20 40 60 80 100

19年度

14年度

共同利用できる施設等の相
談体制の検討

未調査

未調査

21.6

15.0

10.7

4.2

20.8
20.1

25.7
35.0

21.3
22.2
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